
 

保育士配置の規制緩和に反対します。 
 国は、20 年 12 月に新たな待機児童対策「新子育て安心プラン」を策定しました。このプランは、

2021 年～2024 年までの 4 年間で 14 万人分の保育の受け皿整備をめざすとしています。その中で、

保育士配置に関する規制緩和策が提案されました。その内容は、各クラス 1 名以上配置すべき常勤

保育士を短時間勤務保育士 2 名に代えてもよいとするもので、大きな問題です。 

短時間勤務保育士問題、対象を限定する方向か!? 
国は、2 月 26 日に開催した子ども・子育て支援新制度の自治体向け説明会で、「新子育て安心プラ

ン」で示した短時間勤務保育士の規制緩和策についての、通知案を示しました。 

通知案では、保育士定数は常勤保育士であることが原則としたうえで、対象となるのは、待機児

童が存在し、なおかつ、常勤保育士を確保できないため待機児童が生じていると判断している市町

村、と限定しています。また、対象となる保育所等は、常勤保育士の確保が難しく空きがあっても

子どもを受け入れられない等、市町村がやむを得ないと認めた場合としています。 

さらに、市町村に対し、現場の保育関係者と認識の共有を図ることや、保育所等の処遇内容や求

人募集等の状況を把握することを求めています。この間、この問題についての報道や緊急署名等も

あって、国としても一定限定する姿勢を示さざるを得ない状況をつくってきたといえます。しかし、

それも不十分で問題ある内容に変わりはありません。国に、保育士不足の根本的な解決に向けた施

策の実行を求め続けていくことが重要です。 

通知案が正式に出される前に、緊急署名を届けよう！ 

 自治労連も参加する「よりよい保育を！」に事務局を担う「全国保育団体連絡会」が緊急署名を呼

びかけています。3 月 31 日までに Web 署名や署名用紙で、この問題を知らせ反

対の声を広げましょう。（Web は右の QR コードから、用紙は裏面です。） 

3 月 17 日に「よりよい保育を！実行委員会」の省庁懇談で、第 1 次として

3,000 筆を提出しました。東京自治労連は、この行動に呼応して、緊急署名の取

り組みを呼びかけます。 

 

公的保育・福祉を守る東京(実）都議会宛署名、厚生委員会で不採択！ 

 昨年の 9月からスタートした私たちの都議会宛署名運動ですが、2月 16日の厚生委員で審議され、

賛成は日本共産党のみで、残念ながら不採択となりました。 
 厚生委員会に提出した署名数は、最終 5 万 5236 筆(提出署名数は 6 万 1194 筆）です。このコロナ

禍で外での署名活動ができない中でしたが、６万もの署名を集め提出できたことは大きなことでし

た。ご協力をいただいた保育関係者のみなさんありがとうございました。 
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 本当に残念です！！ 

 

 

 

 



 


